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1. はじめに一一問題意識と視点
今年， 1981年は農業基本法が制定施行されてから， ちょうど 20年目にあた
る。ニクソンの金・ド）レ交換停止声明 (71)や第 1次石油危機 (73)などを直
接の契機とした戦後資本主義世界体制の新たな重大な動揺，その不可分の一環
であるわが国経済の高度成長の破綻，低成長への転換から数えても，およそ10
年が経過した。こうした内外情勢の体制的，危機的な激動と密接に関連しなが
ら，昨年末には，周知の通り，農政審議会の「80年代の農政の基本方向」と
1990年度を目標とした「農産物の需要と生産の長期見通し」が答申された。こ
の答申は一般に，農業基本法（以下，農基法）制定以後，同法にもとづくわが国
農政に対する最初の本格的な見直し作業と目され，それ相応に各方面の強い関
心と反響を呼んだ。 ｀ 
このさい，農基法農政に対して，かねて批判的立場と見解を表明してきた 1
農学徒として，この20年余にわたるわが国農政とその結果にかかわる本質的・
基本的問題と思われる若干の事項について，私なりに一定の総括を試み，あわ
せて今回の農政審答申に対する歴史的反証の 1つともしておきたい。
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拙論の展開にさきだって，あらかじめ，この20年余における，わが国の農業
生産と農産物需給の推移につき，とくに重要，ないし特徴的と思われる若干の
側面を，一般に公表された比較的簡明な政府統計資料にもとづいて摘記しなが
ら，この小稿での論点への一定の接近を図っておこう（以下の数値は，すべて1960
年＜度＞と， 78年＜度＞のもの。詳細は本節末付表参照）。
農家戸数は約600万戸から480万戸余に減った。農業就業人口は 1,200万人余
から570万人余まで半分以下になった。その総就業人口に占める割合も約27%
から11%に減った。耕地面積は607万haから549万haまで約60万haも減った。
農作物作付延面積は813万haから566万haへ，約250万haも減った。耕地利用
率は 134彩から 103%に低下した。農業固定資本形成は約 3,000億円から 3兆
2,000億円余まで10倍余に増えたが，国内総固定資本形成に占める割合は6.6%
から5.0彩に落ちた。
農業総産出額は 1兆8,000億円から10兆4,000億円まで増大したものの，国内
純生産に占める農業純生産の割合は8.8彩から3.4%にまで低落した。他方，農
産物（綿，羊毛，天然ゴムを除く）輸入額は 8.8億ドル余から 113億ドルヘ， 同じ
く輸入数量指数 (75年ー 100)は23.7から122.6へ増大した。こうして，食用農産
物の総合自給率（価格ベース）は90彩から73彩へ，穀物自給率（重量ベース）は83
彩から37%へと大幅に低落した。
農家構成や農家経済にも，大きな変化やひずみが生じた。農家世帯の全般的
減少のなかで，急速に兼業化が進んだ。専・兼農家比率は34.3%と65.7% (う
ち第1種3.7, 第2種32.0)から， 12.9%と87.1%C同上， 18.5と68.6)となった。
こうして，農家経済（全国農家1戸当平均）の内容も，例えば，農業所得依存度
は50.2彩から23.8%へ，家計費充足率は61.i彩かう35.0%へ大幅に減退した。
また，農家子弟の新規学卒農業就業者数は13万人弱から約 8,000人にまで激減
した。いわゆる農業後継者問題の深化である。
以上，一般にも，しばしば見聞される簡単な若干の統計数値からだけでも，
この20年余におけるわが国の農業生産と農産物需給事情の目立った変化のいく
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つかを読みとるのは，そう難しいこととは思われない。
例えば，農業生産の基盤的諸条件が著しく狭溢．劣弱化し，農業生産の絶対
的増大にもかかわらず，国民経済におけるその地位，比重は急速に，大幅に後
退した。国内の農産物需要の不断の増大に対して，国内の供給は全体として相
対的に不足し，輸入農産物への依存を逓増的に強め，農産物自給率を著しく低
めた。そうしたなかで，一方では，稲作転換に象徴されるような一部農畜産物
の過剰化傾向と，他方，麦類や大豆に代表されるような一部農業生産の潰滅的
衰退とが，同時的に鋭どく発現し，しかもこの異常な事態が長期にわたり，体
制化するおそれさえあるなどのことである。
およそ， こうした事態を認知し，何らかの疑問や懸念を示すという限りで
は，その程度の差はともかく，おそらく誰しも異論のないところであろう。に
もかかわらず，この一見，単純かつ明確な事実認識とその評価，その打開策な
どをめぐって，為政者の陣営ーー総じて，政府・自民党と財界を中心とするそ
の支持勢力と，その批判者の陣営の間に，あるいはそれぞれの陣営の内部に，
決定的な，もしくはいささかも看過できないほどの見解の相違が，現に生じて
いることも，一般に知られる通りである。とすれば，こうした相違の決定的な
分岐点は，いったいどこにどのように求めたらいいのか。私は，次のように考
える。
それは，けっきょくのところ，こうした事態を国家主権の自立性・自主性，
国民経済のバランスのとれた長期的・安定的発展，国民生活の全般的な安全と
向上との関連で，誰のどのような立場，利害にもとづいて，どの程度にどのよ
うに認識し， 評量するか， したがってまた， こうした事態をもたらした窮極
の，ないし最大の規定的要因や条件を，どこにどのように求めるかにあるとい
うこと。すなわち，ひと握りの支配層のそれではなしに，圧倒的多数の国民の
願望や利益に即して，当面するわが国の農業・農政問題，とりわけその本質的
・基本的側面を，根底的かつ批判的に検証するにあたっては，一方では，戦後
日本資本主義の体制的特質を，他方では，その特質に根ざしたこの20余年にわ
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たる政府与党の内外政策全般を貫ぬく基調や企図との関連を，改めて重視する
必要があるというとと，そうしないで，もし，検証の対象と視点を農業・農政
それ自体の枠内に限定し，もしくはそこに比重を置くという方法では，必要か
つ十分な解を見出すことは，まったく不可能であるか，きわめて不十分な成果
一謬論をも含めて一ーしか期待できないということである。
およそこうした観点ないし問題意識にもとづいて，当面するわが国の農業・
農政をめぐる各種の論題のうち，本誌に許された余白のことも勘案のうえ；私
なりに，埋論，政策，運動の各分野を通じて，さしあたりとくに重要と思われ
る，相互に密接に関連した 2 つの論題—食糧自給と農工不均等発展一・ーにし
ぽって論述することにしたい。
2. 食糧自給率の低下をめぐって
前節の概観からもおよそ明らかなとおり，また，一般にもしばしば指摘され・
ているように，わが国の農産物自給率はこの20年余にほぼ一貫して低減傾向を
辿り，とくに穀物自給率の低さは，今日，発達した資本主義国のなかでは，ひ
ときわ目立っている。にもかかわらず，為政者陣営が，この事実から目をそら
し，または事実を過少評価し，あるいはその基本的な原因や背景について，一
定の独自の見解を示し続けてきたことも，きわめて特徴的である。
彼らは自給率，ないし自給率の低下という表現を極力避けながら，自給力，
ないし自給力の強化l) という言葉で問題の所在と本質を湖塗，ないし歪曲しよ
うと努めてきた。また，彼ら自身の統計数値などにかかわって，いやおうなし
に，自給率の低下という明白な客観的事実に言及せざるをえない場合には，ほ
とんどいつでも，その原因や経緯について，要旨つぎのような認識を表明する
ことを常としてきた。日＜，「わが国は一方では，国土が狭く，資源に乏しく，
1)さしあたり，第 2期水田利用再編対策にあたって，「総合的な食糧自給力の強化」が，
くり返し強調されたこと。農政審答申では，意識的に自給率という表現が避けられた
ことなどを想起するだけでよかろう。
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相対的に人口が過大，他方では，高度成長の過程で国民所得が増大し，国民の
・食生活と農産物需要が高度化，洋風化，多様化したにもかかわらず，農業経営
の零細性など構造的な弱点とも相まって国内0)農産物供給が不足し，対応でき
ないので，その分を輸入に依存せざるをえず，結果として自給率が低下した」2)
と，•ここにも，事態の因果関係や為政者としての政治的・政策的責任の所在な
どをめぐって，二重三重に重大な隠ぺいやごまかしが含まれていることはいう
までもない。
当面するわが国の食糧自給をめぐる為政者陣営のこうしたいわば手練手管の
全体を通じての， もっともきわ立った特徴—それは同時に， もっとも包括
的，ないし基底的なものでもあるのだが一~は，けっきょく次の 2 点に要約さ
れるように思う。
第 1に，食糧自給事情の極度の悪化という事態の背後に，いわゆるサンフラ
ンシスコ 2条約の締結3)と， それにもとづく日米両国の従属的同盟関係の定
立，およびこの両条約に基礎と端緒を置く，通称MSA余剰農産物協定や1960
年の安保改定など，日米間の新たな体制的・権力的な結合関係の存在と，その
根強い規定的な作用力を，いっさい黙殺していることである。
第2に，こうした日米両国間の従属的同盟関係にもとづいて策定された国民
所得倍増計画 (1960)とそれに伴う，いわゆる太平洋沿岸ベルト工業地域開発
計画，および，それぞれのその後の数次にわたる改定計画など，わが国の産業
・経済構造と国土利用の根幹4)にかかわる諸計画や諸施策と農基法農政の展開
2)年々の「農業に関する年次報告」には，ほとんど一貫して，この主旨が記述されてい
る。今回の農政審答申も例外ではない。
3) 「日本国との平和条約」と「日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約」（いず
れも， 1951.9.8調印,52.4.28発効）のこと。
4)伊藤善市氏は，その著「国土開発の経済学」 (1961)のなかで，昭和32年『建設白書』
の一節「長期経済計画と……国土計画とは，両者相まって国民の向うべき進路を明示
するもので， 総合的2大国家計画と称すべきである」を引用しながら，「経済計画が
国民経済の諸問題を産業別にとらえるのにたいし，開発計画は地域別の形で問題をと
らえようとするものである」 (68ページ）との見解を示されている。
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との不可分の内的関連付けが，たえずあいまいにされてきたことである。この
ことはとりもなおさず，わが国の産業・経済と国土利用のあり方や方向に決定
的な主導権をもつ独占的な大企業・大資本の利益や要求が一義的・ 一面的に優
先，偏重され，農業と農政は，たえずそれに対するいけにえ，ないし従属的・
補完的機能を果すぺきものとして位置付けられてきたことへの言及と反省が，
基本的には，なにひとつみられないということである。
これを要するに，為政者陣営はこの20年余にわたるわが国の食糧自給事情と
農業情勢の傾向的劣悪化や当面の危機的事態が，一方対外的には国家権力の対
米従属的性格に， 他方国内的には， この従属的性格と重合しながら再編， 強
化，体制化されてきた国家独占資本主義的性格に規定されて発現し，かつこの
対米従属・国家独占資本主義の体制的・構造的矛盾の象徴的ともいうべき，も
っとも鋭どい反映の一つにほかならないという認識を，まった＜欠落させてい
るということである。
この節では，上記のうち，主として国家権力の対米従属的性格にかかわる側
面について，いま少し立入って考察しておこう。
もっとも最近の政府資料5)によれば，わが国の主要農産物の輸入先別のシェ
ア (1978)は農林水産物総輸入額では，第 1位アメリカ (33.3%),第 2位オー
ストラリア (8.9%),第 3位カナダ (6.696), 品目別（物量ベース）では，第 1位
アメリカが小麦 (58.9%), とうもろこし (81.3%),大豆 (97.3%)で， 2位以下
に対して圧倒的シェアを占めている。こうした傾向は，年によって多少の変動
はあるとしても， 60年以降ほぼ一貫したものである。逆にアメリカ側からみれ
ば， 日本は農産物の最大の顧客となっている。 例えば， 井野隆一氏6)によれ
ば， 1978年のアメリカ農産物輸出総額は273億ド）レ， その輸出先別では第 1位
日本42億ドル (15%), 第 2位オランダ22億ド］レ (8%)などとなっている。 日
本は 2位以下を大きく引きはなしている。なお，日本が 1位を占めるようにな
5)農林水産省大臣官房企画室編『食料の安定供給と農業の役割J(1979年4月刊）。
6) 「あすの農村」 1980年6月号所収，井野隆一「安保条約と日本農業の20年」参照。
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ったのは64年以降のこととされている。また，米国農務省自身，そのPR映画
のなかで，「日本はアメリカの小麦にとって， ナンバーワンのキャッシュ・バ
イヤーになった」，「日本はアメリカの農業にとって，巨万の需要を持つ国であ
る」など，しきりと宣伝しているといわれている”。
ところで問題は，なぜ，どのようないきさつで，アメリカヘのこのような一
辺倒的依存体制ができあがったのかである。この点をめぐって，大谷省三氏は
くり返えし，つぎのように強調される。すなわち，ことの端緒は1954~56年に
わたる日米間のいわゆるMSA余剰農産物協定にもとづく，大量のアメリカ農
産物（とくに小麦）の導入と，その見返り資金の一部をも運用しての猛烈な市場
開拓戦にあるということである。氏のもっとも最近の論作から，その主旨の一.... 
半を引用しておこう。「私が執念深いといわれかねないほどにも，米消費減退
・小麦消費増大傾向（このことは， さしあたり，食糧自給率の低下、と，アメリカヘの
一辺倒的依存傾向と読みかえてもよかろう一一引用者注）の背後関係」を追及するの
は，つぎの理由による。すなわち，「日本の食形態の急激な欧米型化は， けっ
して食生活進化の必然的な方向をめざす当然の変化だといった単純な理論立て
で割り切」れるようなものではない。 MSA余剰農産物協定を通じての日米合
作による「「粉食奨励大合唱』と学校給食」が，「日本農業を危機的な混迷状態
に陥らせる導火線の口火の役割を果たすものであったということ」Bl(傍点，引用
者）の明確な認識をもつことの重要性を，このさい改めて訴えたいからだ。
この認識はけっして大谷氏に限ったことではない。「日本農業年報」の復刊
・第 1号，「MSA体制下の日本農業」 {1954)は，その序文のなかで，「今年は日
7)高嶋光雪著「アメリカ小麦戦略」 (1979年）とくに， 39, 170~171ページなど参照。
なお，・1979年5月，大平・カーター首脳会談にもとづく共同声明の一節には，「アメ
リカの農産物輸出のもっとも重要な単一の顧客となってきている日本，および日本に
とりもっとも重要な単一の供給国となってきているアメリカは•…••」とある。
8)この引用は『農業と経済」昭和55年臨時増刊号所収の同氏論文によったが，同主旨の
ことは，同氏の別著「日本農政の基調」 (1973年），『日本に食糧問題はないか』 (79年）
などにも論述されている。
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本がいわゆる MSA体制へ決定的に踏み出した年である」，この体制は「実に
日本農業を危機に立たせるものであって，それを通じて，日本経済を軍事化し
て自立化を決定的に妨げ，アメリカヘの従属体制を不動のものたらしめようと
するものである」としている。前掲井野氏はその著『日本農業の国際環境』
(1970)のなかで， MSA余剰農産物協定にもとづく「余剰輸入の問題は，たん
，に安価な農産物が大量に国内に流入するという，一般的な市場問題に解消され
るものではない。それは，その貿易の主導権がアメリカに掌握され，それを前
提とし，それと対応して国内需給の体制とその政策体系—農基法＝構造改善
政策，学校給食法等一ーがつくりあげられているという，構造的，体制的な問
題となっている。しかもそれはほかならぬ日本の軍事的・政治的・経済的対米
従属の一環をなし，またそれを補強する関係にある」 （同上書144ページ）とい
われている。なお因みに，学校給食法の成立は1954年，また同年に警察予備隊
(50年）→保安隊 (52年）は自衛隊と改称，保安庁は防衛庁に昇格した。
これらの事実や論述を通じて重ねて明らかなことは， MSA余剰農産物協定
に象徴されるような，サンフランシスコ 2条約とそれにもとづく日米両国間の
新たな従属的同盟関係の存在を回避する限り，当面するわが国の食糧・農業問
題の本質的解明はなにひとつ進まないし，できないということである。この認
識は同時に，この両3年来，改めて目立ちはじめた日米間の農産物貿易をめぐ
る，アメリカ側の日本に対する内政干渉にも等しい露骨な強圧的態度9) と，そ
9)この点について，前掲， 井野論文（注6をみよ）は，「アメリカは， 日本の食糧増産
への努力や，転作による麦，大豆などの作付増大，あるいは余剰米の海外輸出などに
たいしても，みずからの農産物輸出の拡大をさまたげるとして，直接，間接の干渉を
くり返しているし， ソ連のアフガニスタン侵攻への制裁措置としておこなった穀物禁
輸について，その肩代わり輸入を日本に強く迫ってもいます。こうしてアメリカの農
産物攻勢は， 日本の内政干渉にまで及ぶ非道な形をとる」ようになってきていると指
摘している。 なお， 追記すれば， 最近のわが国からの対米自動車輸出問題をめぐっ
て，アメリカ側は， しきりと日本側の「自主規制」を要求しながら，こと農産物の対
日輸出に関する限り，ひとことも言及しないばかりか，いっそうの輸入拡大を迫まつ
ている事実は，一般にも知られる通りである。
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れへのわが国支配層の一貫した卑屈な追従的対応10)との意味や背景を理解する
鍵ともなろう。
〔補記〕
本節での私見のモチーフは，著書，論文などを通じて，これまでにも，しば
しば展開してきたことだが， そのもっとも最近の拙稿（日本科学者会議編「日本
の食糧問題」上巻<1978>所収， 第1部第2章「食糧・農業問題の本質と重要性」）の
なかで， MSA余剰農産物協定の問題に触れて，「この協定額の大きさと協定
内容の屈辱的性格は，同時に協定を結んだトルコ，ューゴスラビア，チリ，韓
国，イギリス，＇イク・リアなどのなかでも，もっともきわだったものだった」と
指摘した。ところが，この指摘について，同書の書評にあたられた伊藤嘉昭氏
から，「この重要な指摘はぜひデーターの裏付けがほしかった」 （『日本の科学
者」 78年11月号，52ページ）とのご叱正を受けた。このさい，そのデーターのひと
っとして随分と旧聞に属する拙稿ではあるが，「前衛』 (1956年1, 2月号連載）
所収「当面する農政・農業問題」上，下両論があることを釈明しておきたい。
このなかで，•この協定の第 1 次分についていえば， わが国の協定総額は8,500
万ドルで，締約国13カ国中第 1位で2位のユーゴスラヴィア 5,240万ドルをは
るかに上回っていたこと，その内容も「法律の名称にあるような『貿易促進』
や『援助』ではけっしてない（注，この協定のアメリカ側根拠法は「農産物の貿易促
進および援助に関する1954年米国法』である）。それどころか一般の商取引ですらな
い。……多くの屈辱的な制限や無数のいわゆる＂ヒモ”がついている」と指摘
10)前掲，大平・カーター会談と共同声明（注7.なお書をみよ）の一節は，そのもっとも
最近の事例だが，わが国首相の訪米の都度，首脳会談や共同声明で， しばしば農産物
輸入拡大努力が誓約されてきたこと，本年1月「日米賢人会議」で，日本側からわざ
わざわが国の農産物輸入規制緩和，国際価格の反映対策，農業保護水準の引下げなど
が提言されたことなどを想起せよ。なお，この点については，下掲「補記」をあわせ
て参照されたい。
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した。そして，この屈辱的な制限や“ヒモ”の具体的事例ーー協定品目と数量
および契約期限や積出期限が米側の一方的な事情と判断によること，バトル法
の適用を受けて，協定農産物と同種の原料および加工品の社会主義諸国との取
引が制約されること，たんに社会主義国とだけではなしに，例えば東南アジア
諸国からの米の買付け（当時は東南ア，アメリカなどからの外米輸入が不可欠だった）
も制約を受けること，見返り円の使途が日本の軍事化とアメリカヘの従属を，
いっそう深めるように義務付けられていたこと（例えば，生産性本部，電源開発へ
の資金援助，米軍の宿舎建設や城外買付，アメリカ農産物の市場開拓その他の広報活動，
協定綿花を使用した学童服にはアメリカ製のマークを明記させることなど） -を，当
時の国会議事資料なども駆使しながら，かなりくわしく紹介したものである。
こうした屈辱的性格は，本節本文にも摘記した，この両 3年における日米間の
農産物貿易をめぐる折衝経緯にも共通したものがある。なお，前掲注記7)の
高嶋氏の著作も， MSA余剰農産物協定の経緯や日本側にとってのその屈辱的
性格の一面を理解するうえで，おおいに参考になろう。
3. 農工間の不均等発展をめぐって
前掲統計表とそれにもとづく前記概観からも，およそ明らかなとおり，この
20年余における農業部門の国民経済に占める地位，比重の低下，ないしその発
展の鉱工業部門に対する相対的立遅れ，いわゆる農工間の不均等発展は顕著な
ものがある。しかも，この不均等発展の速度と規模は，他の先進資本主義国に
比べても，ひときわ目立っているし！）， 後述のように，この事態の中にこそわ
1)例えば， 1961年から75~76年までの，およそ15年間における主要資本主義国の国内総
生産に占める農林水産業の割合（％）の変化をみれば，アメリカ，イギリス，カナダ，
西ドイツ，―フランスは 1~4%,イタリア 6%台のマイナスに対し， 日本だけは7%
台のマイナスを記録している（『農業白書付属統計表』<rnn>,「ポケット農林水産
統計』<rnso>などから算出）。
また，「新（第2次）全国総合開発計画総点検作業」の一環として行なわれた「農
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が国経済の奇跡的とも，驚異的ともいわれる戦後復興と高度成長の，もっとも
有力な起動力，原動力が秘められていたことも，一般に知られる通りである。
ではいったい， どうしてこのような国際的にも顕著な農工間の， まさしく
「異常な不均等発展」2)が発現したのか。そのもっとも奥深い根源を，われわ
れは，どこにどのように求めたらいいのか。私はこの問題を社会の，とりわけ
資本主義社会の発展過程における不可避の一般的な経済法則のせいに単純化し
たり，わい少化してはならないと考える。この問題は，すぐれて戦後日本資本
主義の国家権力の特質，とくにその国内的，階級的性格＝国家独占資本主義的
性格にかかわっており，この性格と結びつけることなしには，問題の本質的解
明への接近は，およそ不可能であろうと考える。
さて， 1960年の安保改定をめぐる前後1両年にわたる激動の時期は，農業・
農政の分野についても，きわめて重要な歴史的画期の 1つをなすものだった。
この分野にも，直接，重大なかかわりをもっ，少なくとも 3つの局面が安保改
定の基本命題ー一ー日米両国間の事実上の従属的同盟関係を，とくに貿易・経済
面での「相互協力」を含めて，全面的にいっそう拡充強化するという一ーを軸
に展開されつつあった。その 1は貿易為賛自由化の推進，その 2は所得倍増計
画とそれに伴う国土・地域開発計画の策定，その 3は農業基本法制定への動き
である。こうした事態の主な足取りを年表風に一瞥すれば，下記（本節未掲示）
のとおり。
この 4者の日程上の平行的重なり具合は一目瞭然である。これが偶然の一致
林水産業問題とその対策」（昭和50年11月16日公表）でも，「昭和35年以降の我が国農
業の主要な指標について，欧米諸国と比較してみると，農用地の年平均減少率は0.55
形で，欧米諸国の0.46%~0.10%に比して高い水準にあり，農業就業人口の総就業人
ロに占める割合も29.0%から…...43年度では1.9% まで低下し，…•••その減少率の高
さは他国に類をみない」などの指摘がある（国土庁計画・調整局編「人と国士」別冊
「第3次全国総合開発計画」第3巻， 629ペー ジ）。
2)関恒義著『経済民主主義論」 (1981)や同氏の論文「日本の産業構造と食種問題」（『日
本の科学者』<1981年2月号，特集“日本の食糧問題">所収）など参照。
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ではなく，内容面での相互の密接な連関にもとづく，必然の過程であったこと
はいうまでもない。ここではしかし，本節の主題に即して，所得倍増計画の分
析を中心に，それと農基法農政との関連を浮き彫りにすることに力点を置けば
よかろう。なぜなら，この計画こそ，わが国経済の動脈を握り，国家権力の中
枢を占める独占資本家集団が政府与党との一体的関係のもとで，新安保条約の
基本命題に即して練り上げた政治・経済戦略と企図の集大成，ないし集中的反
映にほかならないと思うからである。
周知のとおり，国民所得倍増計画と同計画に伴う太平洋沿岸ベルト地域重点
の国土開発計画（以下，太平洋沿岸地域計画と略記）は，一方では，当時の「新長
期経済計画」 (57年2月閣議決定）の想定した年平均経済成長率 (6.5%)や産業
構造の高度化速度を大幅に上回る傾向や見通しが出てきたこと，他方では，安
保改定とも関連して，貿易自由化の促進が不可避の情勢にあり，社会資本の相
対的立遅れなど，高度成長への阻害要因も目立ちはじめたなどの条件のもと
で，「さらに高度成長を維持するために，新たな長期経済計画を作成し， それ
にもとづいてわが国の成長能力を積極的に培養するとともに，成長の阻害要因
を除去し， ……わが国の経済を新たな事態に適応させるよう改変」するため
に， 56~58年度平均を基準年次に70年度を目標年次とする10年計画として策定
されたものである。この計画の眼目は，要するに，政府公共部門，とくに大規
模な財政投融資による社会資本の充実を主軸に，一方では経済成長の「極大
化」を図り， 他方では産業構造のよりいっそうの「高度化」，つまり，石油化
学をはじめ新鋭重化学工業の振興とその産業立地・産業基盤の整備・拡充を重
点的かつ優先的に推進しようというものだった。こうして，この計画と企図の
おもむくところ，どこでもまずは「用地，用水，労働力の諸点」で，農林漁業
との摩擦，調整が不可避だった。こうして，経済の高度，ないし超高度成長と
それに照応する産業構造の高度化とは，これを国民経済における産業配置，な
いし産業構造のあり方という点でとらえる限り，とりもなおさず，農林漁業部
門とその担い手たる勤労農漁民の犠牲のうえに，重化学工業部門とその中核を
176 
日本農業の基本問題に関する一考察（重富） 293 
なす独占資本家層の利益と要求を最優先的に，最大限に配慮するということに
ほかならない。
これらのことは，この計画自体の中からもおよそ明らかである。例えば，こ
の計画期間における鉱工業生産水準（指数）の伸びは4.32倍，同じく農林水産
業部門のそれは1.44倍とされている。また，基準年次平均の行政投資”実績に
対する計画期間中の投資所要額 (1960年度価格）の倍率を事業種別（調整項目たる
「産業立地調整」を除いて9区分）にみれば，「道路」 44.0, 「港湾」 37.9, 「住宅」
22.9, 「環境衛生4)」 58.8,「厚生福祉」 19.3,「治山治水」 23.0, 「災害復旧」
10.0, 「その他」 24.6, 「農林水産業」 18.8となっている (9区分の「合計」 27.5)。
「道路」「港湾」「環境衛生」などの高い倍率もさることながら，「農林水産業」
の低倍率が目立つ。しかも，この項目の中には，農業基盤，草地造成，造林な
どのほかに，愛知公団，機械公団，林道，漁港関係など道路，港湾，都市・エ
業用水などの整備拡充にも通ずるものが含まれていることに注目しておこう。
さらにまた，第 1 次産業就業者 (A) と，第 2 次•第 3 次産業雇用者 (B) と，
第 2 次•第 3 次産業個人業主・家族従業者 (C) の 3 部門間の移動による労働
カの需給計画 (59年度実績に対する70年度の見込み）についてみれば， Aは1,619→
1,154万人へ465万人の純減， Bは2;079→3,158万人へ1,079万人の純増， Cは
629→ 557万人へ72万人の純減， ABC各部門ごとの新規労働力増と死亡・リク
イア減を調整して， けっきょ <Bの絶対的不足分266万人のうち， 9割強に当
たる243万人はAからの移動によって補充されることになっている丸
3)倍増計画書の注記によれば，「行政技資」とは「民間企業投資および政府の企業的投
資以外の，いわば政府固有の役割を果すための投資であり＇，中央・地方の一般会計な
いし普通会計並びに非企業特別会計の投資額」のこと。
4)同じく「環境衛生」とは，「下水道管きよ（都市下水路を含む），終末処理，簡易水道，
清掃施設および地方単独」のこと。
5) 「国民所得倍増計画」の紹介，分析にあたっては，経済企画庁総合計画局編『図説所
得倍増計画』 (1960年1月刊）と同書所収「国民所得倍増計画案（要旨）」（経済審議
会総合政策部会の1960.11.20付決定）をも参照した。
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しかし，以上はあくまで計画としての話であり，仮証の城を出ない。ひきっ
づき，事実経過とそれにもとづく実証のいくつかを示そう。政府は，農基法発
足後，およそ 5年目に当たる66年9月，「農業の動向に関する分析資料」 (5年
報）6)なる文書を公表した5それによれば，「経済の高度成長は，工業化，特に
重化学工業化を基調とした産業構造の急速な変化をもたらした」が，その影響
をもっとも強く受けたのが農業部門だったという基本認識を示したうえで，“農
業を巡る 4つの摩擦”なるものを指摘している。
その 1'農業は昭和「30年代前半期においては比較的高い食料の供給力を発
揮し，それだけ外貨負担の節約→経済成長に必要な工業原材料や燃料の大量輸
入に寄与したが，後半には，農業生産の伸びが鈍化し……食料の国内自給率を
低下させた」。
その2'「農業と他産業の間で，生産性の格差が依然として縮小しないこと，
すなわち二重構造の問題である」。
その 3' 労働力の移動を巡るひずみである。「わが国経済の高度成長を可能
にした最も有力な要因の 1つは，良質の労働力が豊富にしかも円滑に供給され
たことであり， そのなかで農家の労働力が主要な給源としての役割を果たし
た」7)が，農家労働力の流出が予測以上に急速かつ大幅で， しかも予期に反し
て，一方では余剰労働力だけでなく基幹労働力にまで及び，他方ではサービス
業，軽工業，小企業など「低賃金雇用」「雇用条件不安定」の分野に傾斜した。
こうして，本来「農業構造の改善のために不可欠の必要条件」たるべき農家労
6)この資料は，農政審議会との一定の協議にもとづいて，一面では農基法制定5周年を
「記念」し，他面では農基法路線下の 5年間の農業の実績を回顧しながら，その過程
で生じた「今日的な諸問題を整理」したものとされている。なお，掲載誌は「農林統
計調査」 1966年9月号によった。
7)これと同じ主旨の指摘は，この「5年報」とほぼ同じ時期に発表された政府文書（例
えば， 1967年版「労働白書』）や個人論文（『エコノミスト」臨時増刊号 (67.10.20)
所収，辻村報告など）など数多い。詳細は井野・暉峻・重富編著『戦後日本の農業と
農民』 (1968)所収拙稿を参照されたい。
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働力の流出が，現状では「逆に構造改善をはばむ作用」をしている。
その4'「高度経済成長が既成工業地帯での工業のいっそうの集積に偏した
ことと関連して」，「巨帯都市（メガロボリス）といわれる太平洋沿岸地帯」，す
なわち大都市地域，既成の大工業地帯周辺部の農業に，「都市化の急激かつ無
秩序な拡大」に伴う生産環境の悪化，地価の高騰など，都市公害や過密の否定
的影響がとくに顕著である。 ' 
農基法の 5年は，時間的にみても，内容的連関からみても，ほとんど同時に
所得倍増計画とそれに伴う国土・地域開発計画8)の5年でもある。とすれば，
上記「5年報」の証言は倍増計画や開発計画からみれば，なお計画期間半ばの
ものに過ぎず，成否や功罪の全体的ないし最終的な評定には不十分，または早
計のそしりを逸かれないかも知れない。 しかも，「5年報」の証言は， 同じ身
内の，政府のものである。甘さやかたよりもいなめない。では，まるまる10年
目の，より客観的な証言はどうか。前掲「日本農業年報」第20巻 (1971)の「農
基法十年—過剰・不足・公害一」は，その最適の証人のひとりであろう。
本書はその表題からもうかがえる通り，全体を通じて，農基法農政の10年がわ
が国の農林漁業にもたらした否定的消極的影響についての告発の書となってい
る。余白の関係で，以下石渡貞雄氏の執筆になる「総論ー農業基本法の10年」
から，とくに重要と思われるいくつかの証言を紹介しておこう。氏は農基法の
要点は 1)自立経営の育成， 2)零細農の離農促進， 3)農業生産の選択的拡
大の 3つにしぼられるという判断にもとづいて，各要点ごとに農基法の成否，
功罪を検証される。日<,l)の達成は「ものの見事に失敗」，同じく 2)はこ
の10年の経過からみて，およそ「絶望的」， 3)についても，米麦についてい
えば「日本の農政としては失格というほかない」とされたうえで，全体として
「農甚法の10年の経過をみ，それを農基法の主旨につき合わせてみると，以上
のごとき酷評しかでてこない。農基法はこの酷評を受けねばならないだろう」
8)この計画のなかには， すでに第 1次「全国総合開発計画」 (1962) も含まれているこ
とはいうまでもない。
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と論断される。ところで，このさいとくに注目されることは，氏が農基法ない
し日本の農政としては，“失敗”と「酷評」されながらも，同時に，資本（国際資
本を含めて）， ないし高度成長政策としては“成功”•だったと指摘されているこ
とである。すなわち，上記2)の問題にかかわって，「この点でも， 農基法は
充分成功したとはいえない。しかしこの点については，別の見方が必要であろ
う。なぜなら，農村労働力の大量の流出のもとで，世界無比の高度経済成長＝
高蓄積が達成・持続されていることは事実であり，その成功に農村離農労働力
の参加が決定的役割を演じたことも疑う余地がないからである。……この意味
で，都市や資本の側にとっては，離農とその促進は充分成功したと判断してよ
かろう」とされる。また， 3)についても，上記のとおり，米麦に関する限り，
「日本の農政としては失格」とされながらも，「国際資本にとって成功したこと
は確かだ」とも指摘されている。こうして，農基法の失敗についての前掲，「酷
評」の弁にひきつづいて，「以上のべてきたことを結論として比喩的にいわし........... 
てもらえば」とことわりながら，「日本農業は，農基法（高度経済成長とぐるにな...... 
って）によって，内外の資本に弄ばれ台なしにされてしまった。それは，金持
ちの放蕩息子にさんざ弄ばれ，すてられる娘のあわれさをおもわせる」（傍点は
引用者）とされる。比喩の当否はともかく，安保条約のもとで“内外の資本”
すなわち，日米の独占資本と，農基法と“ぐるになった高度経済成長”すなわ
ち， 所得倍増計画や太平洋沿岸地域計画（第1次「全国総合開発計画」を含めて）9) 
や貿易為替自由化促進政策が，日本農業を喰いものにし，台なしにしてきた最
大，最深奥の元凶，根源だったことはまちがいない。もし，この点に関する例
9)前掲，伊藤「国土開発の経済学」は，「昭和36年7月5日に経済企画庁から発表され
た「全国総合開発計画政府原条」は，……例の「国民所得倍増計画」に対応して策定
されたもの」であり，「この原案で注目すべきは， 拠点開発方式の構想がとられてい
ること」 (64~65ページ）だとしている。また， 宮本憲一氏もその著「地域開発はこ
れでよいか」 (1973)で，第1次全国総合開発計画は，「倍増計画の前後から太平洋ベ
ルト地域ですすめられていだ拠点開発方式を全国におしひろめようとするもの」 (31
ページ）だったとされている。
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証をひきつづき引用するとすれば，私の知る限りでも，おそらく 1巻の著作が
出来るほどである。
以上，戦後日本資本主義の本格的な高度成長の出発点とも，フレーム・ワー
クともなった国民所得倍増計画（国土・地域開発計画を含めて）との関連を中心
に，農基法農政下のおよそ10年における農業・農村情勢と問題の，全体として
の傾向的な劣悪化，先鋭化の一半をみてきた。ところで，その後10年，農基法
の20年は，いったいどうだったか，どうなったか。この点については，本稿の
主題との関連で，もはやそう多くをいう必要はない。ただ，次のことをいうだ
けでよかろう。
なるほど，その後の10年の間にも，国の内外情勢と政策一般や，農業・食糧
情勢と農政のそれぞれに大小さまざまの変動があった。 70年の安保再改定あ
り， 72~73年の国際的な食糧危機や石油危機あり，それを契機とした高度成長
の破綻と低成長への転換があった。「倍増計画」と「太平洋沿岸地域計画」は，
i それぞれに「社会経済発展計画」「新経済社会発展計画」や第 1次，第2次の
「全国総合開発計画」へと， その基調を発展的に継承しながら， やがて田中
「列島改造論」にまでエスカレートして残骸をさらすことにもなった。そし
て，一時的にせよ，従来のいわゆるGNP主義や「全総」的発想に対する一定
の反省と見直し気運もみられたりもした。農業・農政面でも，米の過剰問題の
表面化と激化，それに伴う「総合農政」の展開と第 1期稲作減反の推進 (68~
71), 新都市計画法制定 (68)に伴ういわゆる“線引き”や宅地並み課税の実施
など，純農村地帯と都市部を問わず，農業の受難と農政の一般施策に対する守
勢的追随的傾向が続いた。しかし，ここでもまた， 72~73年のパニックを転機
に，一時的にせよ，国内農業見直し，自給率向上などの世論の高まりがみられ，
口先きだけにせよ，“守りから攻めへ”の農政転換という農政首脳の勇ましい
掛け声が聞かれたりもした。
しかし， 74年度を底に（実質国民総生産の対前年度増減率， マイナス 0.3彩） 75年
度以降，国内経済の景況が一進一退しながらも，．徐々に回復一ーなお，停滞基
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調とはいえーーのきざしをみせるにつれて，また一方では，自動車，家電など
工業製品のアメリカをはじめとする，いわゆる集中豪雨的な輸出と，多分にそ
の見返り的性格をもおびた農産物輸入圧力の増大，他方では，国際農産物需給
と価格の一定の沈静化などにつれて， GNP主義の転換，農業見直しなどの気
運は急速に冷却され，封じ込められる傾向が強まった。それどころか，この 3'
4年来，周知の通り，政財界首脳に，労働戦線の一部まで加わって，農業過保
護論や農産物価格割高論など，国内農業に対する攻撃的言動が，むしろ目立つ
ようにさえなってきた。これらの言動が，最近の国際的緊張の一定の強まりや
それに伴う日米安保条約の攻守同盟化，わが国の政治情勢の全般的な右傾化，
軍事大国化への根強い潮流などと相互に共鳴し，鼓舞し合うものであることは
いうまでもない。
こうして，けっきょくのところ，「総合的2大国家計画」（前節注4をみよ）と
農基法農政のこの20年の歴史を一貫する基調は，独占的大企業・大資本本位に
重化学工業部門の発展を第一義的，優先的に位置付け，偏重し，農林漁業部門
と勤労農漁民を，その従属的補完物一ーまぐさ物やいけにえとしてであれ，受
け皿か調節弁としてであれ一ーとして位置付け，軽視するものでしかなかっ
た。すなわち，農工間の不均等発展の異常な， まさしく“絶望的"10)ともいう
べき拡大激化の軌跡にほかならなかった，ということである。このことは同時
に，国民経済の長期的安定的な発展，国民生活の全般的な真の安全，向上とは，
まった＜相容れない，したがって大多数の国民にとっての，いわば諸悪—農
林漁業の荒廃と食糧不安はもとより，公害，雇用不安と物価高，財政危機と増
税，福祉切下げ，軍国主義的ファッショ的傾向の強まりなど一の根源である
この軌跡こそが，米日独占資本にとっての最上の“打ち出の小槌”にほかなら
なかったし，彼らがひき続きこの軌跡の再編強化と延長に血道をあげる所以も
10) レーニン『資本主義の最高の段階としての帝国主義』（大月書店，『レーニン全集」第
22巻， 249ページ）
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安保条約等関係
年 月！ 安保関係 ！ 屑訊化倫喜 1 儡孟督贔醤属 1 農基法関係
1959. 1 
大担<由蔵則化13省&へ>i下，の概公動布準き決）（裁自
2 
藤定試山外案相発表，安<保rn改> 
3 
安会議保改結定成阻<止2s>国民
4 
大手発表蔵続省<き，簡24貿素>化易措為替置 農調1.林査3.漁会31業設ま基置で本法の問題時(6 
6 
通動和棗廃る産承支府止のを払省認，9実．制外入品施•輸貨担限>目く保入大帆に対幅制の1当す緩＞ 物自を
争'けてさ日58本、れて~涯．各活る60界済発い年成わに長展おにゆ論開かいる
<限立20法>）公布
7 
同回上委員調査会<会，7第>,1 
8 
基農の自本民林構党想炒漁，業発社四基表農林砂本<政漁21業． 策>
嘘く云固・実デB行>でー・ 字のピキ保決自ッャ意民所ドン宇表会7役断明談プ
， 
<25> 
11 
岸会暉す首にる対増相諮．計問し経画<「済国」20審民> に儡議
12 
蔵京貿導望ユ相入でー易さ米，制れラ自商通限由ると産務個化緩<相長別和•・官会外，等>東談資要ミ 農調に」林査対発表会漁す<業，る「基某検I5本本>討卓問問題項
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表 (1959~61)
年 胃轟畜悶安保関係? 所得倍増・開発計画関係 農基法関係
1960. 1 
??
?
?
?
，?
10 
岸首相ら新安保条
約調印全権団米国
に出発<16>新安
保、、「施設・区城
・米軍の地位に関
する協定」，事前協
議に関する交換公
文等，ワシントン
で調印<19>
? ? ? ? ）???? ???． ?
????????
????????? ?，? ? ?
? ?
?
???????
?，??， ．
??
?
???
???
?
?
? ?????
岸内閣総辞職
<15>池田内閣成
立<19>
閣議，貿易為替自
由化促進閣僚会議
設置を決定<5>
同会議第1回会合
で貿易・為替自由
化根本方針など決
定<12>
経済同友会，「日本
農業に対する見解
」発表くS>農
林漁業基本問題調
査会，「農業の基本
問題と基本対策」
答申<10>
貿易・為替自由化
促進閣僚会鏃，貿
易・為替自由化計
画決定 (3年後，
80彩達成目標）
<24> 
新安保条約・協定
自然承認<19>,
参院，同上につき
自民党単独採決
<20>新安保批准
書交換，発効
<2s> 
農悶魯c{s湯翡
閣僚懇談会も同上
方針決定<11>
経済同友会，「地域
経済開発につい
て」提案<15>
農林省，「農林漁業
新政策要綱」を決
定，農基法制定方
針提ホ<18>
自民党，経済新政
策（高度成長，所
得倍増計画など）
発表く 5>池田
首相，記者会見で
「3年間は成長率
9彩， 10年間に農
民を％に減らす」
など言明<7>,
但し翌日「農民6
割減らす」と訂正 ， 
農林省，
農林省，ココア豆，
くり等12品目の目
由化発表（自由化
率51.2%)<21>
新安保に基づく第
1回日米安保協議
委員会開催く8>
農基法
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年 月i安保関係 1 胃岱化為喜 1 眉ヽり贔醤属 1 農基法関係
11 
経く増審計1画>， 国を民正所式答得倍申
12 
1961. 2 
6 
-合ネ同H（米委意日22デ首米員）ィ>1i1貿会共池全易な同田諷経ど，声済設、~20明合置ケ
7 
経合案企」開発庁発表，計画く「全政5国府>総原， 
11 
翡く開く2翡>⑪瑾9麻認0 
12 
輝関をす国会，る初提年の次出「報農<璽2口6>」に
注） 1)主として，加藤一郎，阪本楠彦共編』日本農政の展開過程」 (1967)所収年表と岩
呼店刊「近代日本総合年表J(1968, 1版第1刷）により， 一部重富が補足して
乍成した。
2)表頭各「関係」』爾の各項目の書き出し部分が表側の各年月の月に照応している。
また，＜＞内の 字は，その月の日付を示している。
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またそこにある，ということである 11)0 
4. むすび―若干の補足を兼ねて
以上，私は食糧自給と農工不均等発展の 2つの論題にマトをしぼって，サン
フランシスコ 2条約の締結と高度成長過程を通じて再編・確立された対米従属
的国家独占資本主義との関連を中心に，当面するわが国の食糧，農政をめぐる
本質的・基本的側面への接近と究明に努めてきた。しかし，このことは，わが
国の食糧，農業，農政をめぐる焦眉の重要問題が，この 2論題に尽きるとか，
それで，問題のすべての関連と側面が説明できるなどというものではもちろん
ない。 このほかにも， 大別して， 1)食用農産物， ないし食料品の価格，流
通，加工， 2)農地の所有と利用， 3)農業生産・経営の規模，組織，形態，
4)農法， ないし農業技術， 5)都市と農村の関係， 6)国民の食生活の内
容，様式に関することなど，いくつもの重要論題が指摘できよう。にもかかわ
らず，本稿ではそれらの論題にほとんどまった＜論及できなかった。その大半
の理由は，あらかじめおことわりした通り，許された紙幅の都合を私なりに勘
案した終果によるとはいえ，このさい，あえて，残りの一半の理由をいえば，
上記諸論題にも増して，私の 2論題のうちにこそ，当面する食糧，農業，農政
問題をめぐる本質的・基本的側面が，より鋭どくかつ鮮明に集約されていると
考えたからでもある。
農基法制定20年という 1つの歴史的区切りに，農政審議会の答申ということ
も重なって，とりわけ農業関係専門誌紙の紙面は，このところひときわ活気を
11)この結論的部分については， 具体的な内容展開ができなかったが， 農工間の所得格
差，資本による農林自営業部門からの価値収奪，農工間不均等発展の歴史と展望など
の点で，それぞれ『経済」 1980年2月号所収日高駿論文「従属的国家独占資本主義下
の農産物価格形成とその問題点」， 同誌1980年5月号所収， 泉弘志論文「労働価値計
算による剰余価値率の推計」， 前掲関恒義氏の著書， 論文（本節注2をみよ） など
が，たいへん参考になったし， もし余白が許せば，これらの論稿を踏まえて，若干の
補足的私見も展開したいと考えていたことを付記しておく。
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呈している。 20年の回顧あり， 80年代の展望あり，答申をめぐる論評や解説あ
り，それらをひっくるめた個人論文あり，座談会あり等々，なかなかに賑やか
である。この賑わいを通じて，私なりに，改めて注目し，痛感させられたこと
の1つは，そこで取上げられた農業・農政上の諸論題や論点と，戦後日本の体
制的・権力的特質，とくにその対米従属的国家独占資本主義と，どの程度どの
ようにかかわらせるかによって，その論調が2つ，ないし 3つに大きく区分さ
れるということである。どのグループが支配的，ないし多数者かどうかはとも
かく，第 1のそれは，両者一ー農業・農政問題と体制的・権力的問題＿の関
係を，まったく無視するか，あいまいにしたまま，もっぱら，あるいは主とし
て，前者のうちに問題の所在と解決の方向や手段を見出そうとする立場，見解
である。 これが今回の農政審答申のそれと共通の基盤に立ち， したがってま
た，答申に対して基本的に肯定的な論調にあることはいうまでもない。第2の
グループは，この両者を明確に関連付け，したがって当面する食糧・農業問題
の真に民主的で抜本的な打開の道筋を，たえず国政革新との密接な連動のうち
に求めようとする立場，見解である。第 3のグループは，これらの中間的立場
と見解である。
このうち，第 1のものについては，農政審答申に対する直接の批判とあわせ
て，別の拙稿1) で，不十分ながら触れる機会もあったので，•ここでは，私と基
本的に共通の立場にあると思料される第2のもののうち，これまで引証の機会
を見出せなかった2, 3の論稿を簡単に紹介するだけにとどめて，筆を欄くこ
とにしよう。本稿での拙論の理解と補完の一助ともなれば幸いである。
前掲『日本の科学者』（前節注2をみよ）は「日本の食糧問題＿自給率向上
をめざして」を特集している。その総括を兼ねた第 1論文（橋本玲子：日本の食
1) 「日本農業新聞」 '80.1. 1「農政審答申を読んで一危機的現状を黙視」，『赤旗」 '80.
11.13~18「反動農政の青写真一農政審答申の検討」（上，中，下），『前衛」 '81.2月号
「農政審答申の反動的特徴ー「総合安保有事農政」をめざすもの」などのうち，とく
に「前衛」論文を参照されたい。
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糧問題—われわれはなぜ農産物自給率向上を主張するのか）は，「われわれは，互恵
的，平等な国際分業論を，全面的に否定するものではない。ただ国際分業論の
名のもとに，現在以上に食糧の外国依存をおしすすめ，日本の主権を危うくす
る方向に反対しているのである。日本農業の自給率向上を現実のものにするた
めには，基本的に，次の 3つの条件を整えることが不可欠であろう」として，
第 1に，「アメリカヘの政治的・経済的従属をたちきって，日本の食糧政策を自
主的なものとし，国内市場を日本農民のものにする政治革新をかちとること」，
第2に，「産業構造を，労働者・国民の生活充実の方向に民主的に転換し，バ
ランスのとれた経済発展のみちを追求すること」，第 3に，「農業内部で，とく
に飼料生産と結合した畜産経営をつくりあげる努力が，決定的ないみをもっ」
とむすんでいる (7ペー ジ）。
前掲『農業と経済』 （第2節注8をみよ）所収，三輪昌男論文「農業生産の再
編成一ー水田の有効利用＿は可能か」は，農政審答申が「農外，つまり日本
経済全体のあり方の問題には立ち入ることなく，いまみられる支配的な動きを
与件とし，それが農業・農政におよぼしてくる影響に受け身で対応しながら，
もっぱら農業内部だけで方策を問題にしている」と指摘する。そのうえで，
「農外の問題，日本経済全体のあり方の問題に立ち入って議論していけば，別
の展望がおおいに出てきうる」とし，例えば，農業「過保護」非難の先頭に立
っている「対外優勢を誇る勢力」（独占資本， あるいは重化学工業部門と読み替えて
もよかろうー一引用者）の軍事化への強い志向を伴った「大国主義を否定」し，
彼らに対する「過保護」をとりやめ，彼らの「頭を押さえ」こうして「生まれ
る余力」を「農業とくにその土地基盤整備」など「国内市場の拡大にふりむけ
る」ことの重要性を強調している (58~60ペー ジ）。
『あすの農村』 1981年2月号所収，川原浩論文「検討・農政審答申と日本農
業の今後」は，農政審答申を，「対米従属的な大企業本位の自民党農政から一
歩も出ていないどころか，これをいっそう強力に推進する」ものだと批判し，
この「方向に対置して，国民の基本的食料の確保とそれを担う農民経営の真の
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発展の道筋を明らかにし，農業が国の基幹的な産業部門としてバランスがとれ
て発展するような農政の確立」が急務だと訴えている（とくに51ペー ジ以下）。
<1981. 3. 24脱稿＞
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